別記１－２
第　　　号　

年　月　日　

受注者

　　　　　　　　　　　　　様

発注者　静岡市長　市長名　　　

（　　　　　　　　課）　
通知書

静岡市建設工事請負契約約款第61条の規定により、下記事項について通知します。

記

１　工事名　　　　　　　年度　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事
２　通知事項
適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者単価の変更について
本工事は、令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者単価にて契約締結したところですが、静岡市建設工事請負契約約款第61条により、労務単価の上昇に伴う特例措置として、令和７年３月から適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者単価に変更する協議を請求することができます。
請求に係る留意事項
（１）協議の請求は、請求書を令和７年４月30日までに提出してください。
（２）請求後、事前協議を経て発注者と請負代金額を変更する協議を行います。
（３）請負代金額が変更された場合、【別添１】「技能労働者の適正な賃金水準の確保について（令和７年２月17日付け国不入企第50号）」の趣旨に則り、元請企業と下請企業の間で既に締結している請負契約の金額の見直しや、技能労働者への賃金水準の引き上げ等について適切に対応してください。
別記１－１
年　月　日　

（宛先）発注者　静岡市長

住　所

　　　　　　　　　                    受注者　名　称 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

請求書

静岡市建設工事請負契約約款第61条の規定により、下記事項について請求します。

記

１　工事名　　　　　　　年度　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事
２　請求事項
　　適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者単価の変更について

別記１－２
第　　　号　

年　月　日　

受注者

　　　　　　　　　　　　　様

発注者　静岡市長　市長名　　　

（　　　　　　　　課）　

通知書

静岡市建設工事請負契約約款第25条第２項の規定により、下記事項について通知します。

記

１　工事名　　　　　　年度　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

２　通知事項
協議開始の日　　　令和　年　月　日
変更請負代金額　　￥〇〇〇，〇〇〇円
　　　事 前 協 議　　　別添、労務単価等変更契約内訳書
　　　　そ 　の 　他　　　「技能労働者の適正な賃金水準の確保について（令和７年２月17日付け国不入企第50号）」の趣旨に則り、元請者と下請者の間で既に締結している請負契約代金額の見直しや、技能労働者への賃金水準の引き上げ等について適切に対応すること。
下請契約の変更が発生した場合、関係書類を提出すること。
労務単価等変更契約内訳書
静岡市建設工事請負契約約款第61条により、労務単価の上昇に伴う特例措置として、令和７年３月から適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者単価に変更する。
	項　目
	税込額
	左記のうち、
消費税及び地方消費税の額

	（当初）
請負代金額
	¥○，○○○，○○○円
	¥○○○，○○○円

	設計変更後
請負代金額
	‐　　　　　
	‐　　　　　

	労務単価等変更後
請負代金額
	¥○，○○○，○○○円
	¥○○○，○○○円

	労務単価等
変更増額
	　　¥○○○，○○○円
	¥○○，○○○円


※　内容確認のため、上記金額を確認できる設計書の表紙及び労務単価が変更されたことが分かるものを添付する。
※　「労務単価等変更増額」は下記により算出する（消費税等の額も同様）。
「労務単価等変更増額」＝「労務単価等変更後請負代金額」－「（当初）請負代金額」

	変　更　契　約　理　由 書

	工事名
	

	請負代金額
	円
	受注者
	

	変更
請負代金額
	　　
	円
	現契約
工期
	着手　　　　年　月　日
完成　　　　年　月　日

	変更
増減額
	増

減
	円
	変更
完成日
	完成　　　　年　月　日

	第４設計変更

の基準
	（　）・（　）{　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　}

	変更契約理由（事前協議の内容）
静岡市建設工事請負契約約款第25条第１項の規定により請負代金額の変更について、受注者と発注者が協議する。
静岡市建設工事請負契約約款第61条により、労務単価の上昇に伴う特例措置として、令和７年３月から適用する公共工事設計労務単価及び設計業務委託等技術者単価に変更する。
変更増額　¥○，○○○，○○○円
（うち消費税及び地方消費税の額　¥○○，○○○円）
　　



１　請負代金額を30％以上増額する工事は、設計変更指示する前に、別途の契約によることができない理由について、本指示書決裁とは別に所属部長の承認を受けること。
２　請負代金額を減額する工事は、前払金（及び中間前払金）の返還の有無を確認すること。
